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福島第一・福島第二原子力発電所と柏崎刈羽原子力発電所における耐震安全性評価（基準地震動 Ss 策定）の相違について 

本資料は，平成２２年７月７日の福島県原子力発電所安全確保技術連絡会で配布した 
資料に，専門委員及び委員からのコメント等を反映し，加筆・修正したものです。 

 福島第一・福島第二原子力発電所 

（具体的な諸元等は福島第一原子力発電所における値） 

柏崎刈羽原子力発電所 

（具体的な諸元等は１～４号機側における値） 
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■敷地周辺の地震発生状況を踏まえ，地震の発生様式（プレート間地震・海洋プレート内地震・

内陸地殻内地震）ごとに検討用地震を選定。 

■敷地周辺では，プレート間地震及び海洋プレート内地震による影響は小さいことから，内陸地

殻内地震を対象として検討用地震を選定。 

 

Ｃ．施設等の耐震安全性評価 

地震随伴事象に対する考慮
（周辺斜面の安定性） 

基礎地盤安定性評価 

Ｂ．基準地震動Ssの策定 

震源を特定せず
策定する地震動 

敷地ごとに震源を特定し
て策定する地震動 

検討用地震の選定

応答スペクトルに
基づく地震動評価 

断層モデルを用いた
手法による地震動評価

Ａ．地質調査の実施・活断層の評価

基準地震動 Ss 
参照

安全上重要な機器・配管系
の耐震安全性評価 

地震随伴事象に対する考慮
（津波に対する安全性） 

地
震
動
の
超
過
確
率 

安全上重要な建物・構築物
の耐震安全性評価 重

要
度
分
類

新
潟
県
中
越
沖
地
震
を
踏
ま
え
た
耐
震
安
全
性
評
価
に
反
映
す
べ
き
事
項 基本的な考え方は新耐震指針に基づいており， 

地点によらず同様である。 

柏崎刈羽原子力発電所
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福島第一・福島第二原子力発電所と柏崎刈羽原子力発電所における耐震安全性評価（基準地震動 Ss 策定）の相違について 

 福島第一・福島第二原子力発電所 

（具体的な諸元等は福島第一原子力発電所における値） 

柏崎刈羽原子力発電所 

（具体的な諸元等は１～４号機側における値） 

検
討
用
地
震
の
選
定 

 

 
＊双葉断層の長さは，詳細な地質調査の結果 37km（Ｍ7.4）と評価されるものの，地震動評価に当たっては相馬断層
を含めた 47.5km を考慮。 

地震の種類 検討用地震 
マグニチュード

Ｍ 

等価震源距離 

Ｘeq(km) 

塩屋崎沖の地震② 7.5 102 

塩屋崎沖の地震③ 7.3 73 プレート間地震 

仮想塩屋崎沖の地震 7.9 85 

海洋プレート内地震 想定敷地下方の地震 7.1 81 

内陸地殻内地震 双葉断層による地震＊ 7.6 43 

 

地震の種類 検討用地震 
マグニチュード

Ｍ 

等価震源距離 

Ｘeq(km) 

Ｆ－Ｂ断層による地震 7.0 13 

片貝断層による地震 6.8 14 内陸地殻内地震 

長岡平野西縁断層帯による地震 8.1 25 

塩屋崎沖の地震③ 
（1938/11/5、M7.3） 

塩屋崎沖の地震① 
（1938/5/23、M7.0） 

福島第一原子力発電所 

仮想塩屋崎沖の地震 
（プレート間地震、塩屋崎沖の地震

①・②・③が同時活動、M7.9） 

50km 0 

双葉断層による地震＊ 
（内陸地殻内地震、M7.6） 

想定敷地下方の地震 
（海洋プレート内地震、M7.1） 

塩屋崎沖の地震② 
（1938年福島県東方沖地震、

1938/11/5、M7.5） 

福島第二原子力発電所 

 

Ｆ－Ｂ断層による地震（Ｍ7.0） 

柏崎刈羽原子力発電所 

片貝断層による地震（Ｍ6.8）

長岡平野西縁断層帯による地震（Ｍ8.1）
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福島第一・福島第二原子力発電所と柏崎刈羽原子力発電所における耐震安全性評価（基準地震動 Ss 策定）の相違について 

 福島第一・福島第二原子力発電所 

（具体的な諸元等は福島第一原子力発電所における値） 

柏崎刈羽原子力発電所 

（具体的な諸元等は１～４号機側における値） 

検
討
用
地
震
の
選
定 

■地震の規模及び敷地までの距離の関係から平均的な地震動レベルを与える経験式〔Noda et 

al.(2002)〕を用いて，まずは敷地地盤の揺れやすさを考慮せずに評価。 
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■（同左） 
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敷
地
地
盤
の
揺
れ
や
す
さ 

■数多くの地震観測記録に基づく地震動レベルは， Noda et al.(2002)と比較して約１倍。 

 

 

■2007 年新潟県中越沖地震の観測記録に基づく地震動レベルは，Noda et al.(2002)と比較して

約４倍（１～４号機側）。なお，５～７号機側については，約２倍。 

 

塩屋崎沖の地震②（Ｍ7.5，Ｘeq＝102km） 
塩屋崎沖の地震③（Ｍ7.3，Ｘeq＝73km） 
仮想塩屋崎沖の地震（Ｍ7.9，Ｘeq＝85km） F－B 断層による地震（Ｍ7.0，Ｘeq=13km）

片貝断層による地震（Ｍ6.8，Ｘeq=14km） 
長岡平野西縁断層帯による地震（Ｍ8.1，Ｘeq=25km） 

想定敷地下方の地震（Ｍ7.1，Ｘeq＝81km） 
双葉断層による地震（Ｍ7.6，Ｘeq＝43km） 

想定している地震の規模及び敷地までの距離が異なる。 
検討用地震の距離が相対的に近い柏崎刈羽における 
地震動の方が大きめ 

敷地地盤の揺れやすさが異なる。 
（相対的に柏崎刈羽の方が揺れやすい） 

１倍 
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福島第一・福島第二原子力発電所と柏崎刈羽原子力発電所における耐震安全性評価（基準地震動 Ss 策定）の相違について 

 福島第一・福島第二原子力発電所 

（具体的な諸元等は福島第一原子力発電所における値） 

柏崎刈羽原子力発電所 

（具体的な諸元等は１～４号機側における値） 

敷
地
の
地
下
構
造 

■福島第一原子力発電所の敷地直下には古い正断層＊が認められる。 

■福島第二原子力発電所の敷地地盤は，ほぼ水平に堆積している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

＊約 200～300 万年前以降活動しておらず，耐震設計上考慮する活断層ではない。 

■敷地直下に褶曲構造が認められ，１～４号機側は向斜軸（下に凸となる構造）の上に，５～７

号機側は背斜軸（上に凸となる構造）の上に位置している。 

敷
地
の
地
下
構
造
が
地
震
動
に
与
え
る
影
響 

■地震観測記録を震央の方位で分類して地震動特性（揺れやすさ）を比較した結果，地震波の到

来方向によって揺れやすさに大きな差はみられないことを確認している。 

 （図は福島第一の例。福島第二も同様。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■地震観測記録を海域の地震と陸域の地震に分類して地震動特性（揺れやすさ）を比較した結果，

以下の傾向が確認された。 

①海域の地震と陸域の地震で揺れやすさの傾向が異なる。 

②海域の地震では１～４号機側の方が５～７号機側に比べ２倍程度揺れやすい。 
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EW 方向 揺
れ
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の
比 

周期（秒） 

青線：北側の地震 

橙線：東側の地震 

地下構造の影響検討に用いた地震の分布 

赤線：南側の地震 

緑線：西側の地震 

黒実線：全体の平均 

黒点線：標準偏差（±1σ）

地震波の到来方向による揺れやすさの比較＊ 
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地下構造の影響検討に用いた地震の分布 地震波の到来方向による揺れやすさの比較＊ 

上記①を踏まえ，海域の地震と陸域の地震に分類して地震動評価を行うとともに，上記②を

踏まえ，１～４号機側と５～７号機側でそれぞれ個別に基準地震動 Ss を策定している。 

敷地の地下構造が地震動に与える影響は小さい。 

100
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：１～４号機側揺
れ
の
大
き
さ
の
比 １号機側≒５号機

：５～７号機側
陸域の地震 

■：福島第一原子力発電所 
□：富岡観測点＊ 

北側（８地震） 

南側（９地震） 

東側（11 地震） 西側（４地震） 

＊発生様式の異なる地震を比較するため，発電所から約 10km 離れた富岡観測点との応答スペクトル比を評価
して震源の影響及び伝播経路の影響を除去し，敷地地盤の揺れやすさを評価している。 

＊いずれの地震も発生様式が同一（内陸地殻内地震）であるため，Noda et al.(2002)との比較により，敷地
地盤の揺れやすさを評価している。 
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福島第一・福島第二原子力発電所と柏崎刈羽原子力発電所における耐震安全性評価（基準地震動 Ss 策定）の相違について 

 福島第一・福島第二原子力発電所 

（具体的な諸元等は福島第一原子力発電所における値） 

柏崎刈羽原子力発電所 

（具体的な諸元等は１～４号機側における値） 
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基準地震動 最大加速度（ガル）

Ss－1 450 

Ss－2 600 

Ss－3 450 
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基準地震動 最大加速度（ガル）

Ss－1 2300 

Ss－2 1703 

Ss－3 600 

Ss－4 574 

Ss－5 554 

基
準
地
震
動
Ss
に
よ
る
応
答
（
原
子
炉
建
屋
最
下
階
） 

 
 
 
 

基準地震動 最大加速度

（ガル） 

Ss－1 441 

Ss－2 429 

Ss－3 387 

 

 

 

 

 

基準地震動 最大加速度

（ガル） 

Ss－1 873 

Ss－2 769 

Ss－3 423 

Ss－4 427 

Ss－5 325 

解放基盤表面 
（標高-284m） 

解放基盤表面 
（標高-196m） 

最大加速度（水平方向） 最大加速度（水平方向，東西）

Ss－1：プレート間地震・内陸地殻内地震の検討
用地震の評価結果に基づき策定。 

Ss－2：海洋プレート内地震の検討用地震の評価
結果に基づき策定。 

Ss－3：震源を特定せず策定する地震動 

 基準地震動Ss-1H

基準地震動Ss-2EW

基準地震動Ss-3H

基準地震動Ss-4EW

基準地震動Ss-5EW

＊それぞれ以下の地震動評価結果に基づき策定。
Ss－1：Ｆ－Ｂ断層・応答スペクトル法 
Ss－2：Ｆ－Ｂ断層・断層モデル 
Ss－3：長岡平野西縁断層帯・応答スペクトル法 
Ss－4：長岡平野西縁断層帯・断層モデル 

（応力降下量の不確かさ考慮） 
Ss－5：長岡平野西縁断層帯・断層モデル 

（断層傾斜角の不確かさ考慮） 

 基準地震動Ss－1H
基準地震動Ss－2H
基準地震動Ss－3H
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0.1 1

Ss-1H
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0.02 5

(cm/s2)

加
速
度

h=0.05

最大加速度（水平方向，東西） 最大加速度（水平方向，東西）

原子炉建屋最下階 
（標高-2m） 
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Ss-2
Ss-3
Ss-4
Ss-5

周期（秒）

h=0.05

0.02 5

(cm/s2)

加
速
度

福島第一３号機 １号機 
Ss-1 
Ss-2 
Ss-3 

原子炉建屋最下階 
（標高-32.5m） 
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福島第一・福島第二原子力発電所と柏崎刈羽原子力発電所における耐震安全性評価（基準地震動 Ss 策定）の相違について 
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 福島第一・福島第二原子力発電所 

（具体的な諸元等は福島第一原子力発電所における値） 

柏崎刈羽原子力発電所 

（具体的な諸元等は１～４号機側における値） 

基
準
地
震
動
Ss
の
年
超
過
確
率 

■基準地震動Ssの年超過確率＊１は 10-4（１万分の１）～10-6（100 万分の１）程度と試算。 

 

■基準地震動Ssの年超過確率＊１は 10-4（１万分の１）～10-6（100 万分の１）程度と試算。 

 

検
討
用
地
震
の
平
均
活
動
間
隔
（
参
考
） 

■各検討用地震の発生頻度について，国の地震調査研究推進本部による評価は以下のとおり。 

 

■各検討用地震の発生頻度について，国の地震調査研究推進本部による評価は以下のとおり。 

 

  

長岡平野西縁断層帯による地震（Ｍ8.1）

Ｆ－Ｂ断層による地震（Ｍ7.0） 

柏崎刈羽原子力発電所 

片貝断層による地震（Ｍ6.8）

【片貝断層による地震】 

当該断層個別では示されてお

らず，長岡平野西縁断層帯に

よる地震として評価されてい

る。 

【Ｆ－Ｂ断層による地震】 

当該断層については示されていない。 

周辺の活断層の平均活動間隔は 1000 年（糸魚川－静岡構造線断

層帯北部・中部）～7500 年（月岡断層帯）と設定されている。

なお，日本海東縁部の地震の多くは，平均活動間隔が 1000 年

程度とされている。 

【長岡平野西縁断層帯による地震】 

平均活動間隔 2450 年と設定されている。

 
基準地震動 Ss－5EW 
 
敷地における地震動の一様ハザード 
スペクトル＊２ 

（年超過確率：10-3～10-6） 

柏崎刈羽原子力発電所における基準地震動 Ss の最大加速度より小さいものの、これから１年の間に基準地震動 Ss を上回る揺れをもたらす地震が生じる可能性は概ね同程度。 

基準地震動 Ss－2EW 

基準地震動 Ss－4EW 

基準地震動 Ss－1H 

 
基準地震動 Ss－3H 
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10-6 

10-5 

10-4 

10-3 

塩屋崎沖の地震③
（1938/11/5、M7.3） 

塩屋崎沖の地震① 
（1938/5/23、M7.0） 

福島第一原子力発電所 

塩屋崎沖の地震② 
（1938年福島県東方沖地震、

1938/11/5、M7.5） 

＊１：地震による揺れが１年の間にある大きさを上回る
確率を表す。 

＊２：ある年超過確率に相当する地震による揺れの大き
さ（応答スペクトル）を表したもの。 

基準地震動 Ss－1H 
 
基準地震動 Ss－2H 
 
基準地震動 Ss－3H 
 
敷地における地震動の一様ハザード 
スペクトル＊２ 
（年超過確率：10-3～10-6） 

0.01 0.02 0.05 0.1 0.2 0.5 1 2 5 10
0.2

0.5

1

2

5

10

20

50

100

200

500

1000

2000

20
0

50
0

10
00

20
00

(c
m

/s
 )2

0.01

0.1

1

10

(cm)

50
10

0

周  期(秒)

速
 

度
 

(cm/s)

仮想塩屋崎沖の地震 
（プレート間地震、塩屋崎沖の地震

①・②・③が同時活動、M7.9） 

【年超過確率 10-3の一様ハザードスペクトル】 

１年の間に 10-3（1000 分の１）の確率でこの大き

さを上回る揺れが発生する可能性があるという

地震動レベルを表したもの。 

50km 0 

想定敷地下方の地震 
（海洋プレート内地震、M7.1） 

双葉断層による地震＊ 
（内陸地殻内地震、M7.6） 

【双葉断層による地震】 

平均活動間隔１万年と設定されている。 

福島第二原子力発電所 

【想定敷地下方の地震】 

敷地を含む領域のどこでも発生しう

るものとして評価されているが，敷地

周辺の約 30km四方の領域に限定して

年発生頻度を試算すると 6×10-4程度

となる。なお，約 10km四方の領域に

限定した場合には，6×10-5程度とな

る。 

【塩屋崎沖の地震】 

平均活動間隔 400 年と設定されてお

り，同じ断層面で３回の地震が続発す

るとされている。 

10-4 

10-3 

10-5 
10-6 

(h=0.05)


